
【指定業種と助成金のフロー図】

指定企業者

【Ａ農業、林業】植物工場

【Ｂ漁業】閉鎖循環式陸上養殖

【Ｅ製造業】全項目

【Ｆ電気・ガス・熱供給・水道業】バイオマス発電所（工業専用地域限定）

【Ｇ情報通信業】全項目（賃貸借物件で行う事業は除く）

【Ｈ運輸ウ業、郵便業】道路貨物運送業、倉庫業、運輸に附帯するサービス業

【Ｉ卸売業、小売業】卸売業全項目

【Ｌ学術研究、専門・ご技術サービス業】自然科学研究所

【Ｍ宿泊業、飲食サービス業】旅館・ホテル（災害危険区域内は除く）

【Ｒサービス業（他に分類されないもの）】自動車整備業、機械修理業、

電気機械器具修理業

【新設】

2,000万円以上

かつ

常用5人以上

（うち新規3人以上）

【増設・移設】

2,000万円以上

かつ

常用5人以上

（新規雇用不要）

上記以外

特定区域

上記以外

１企業立地助成金 【100％、3～5年、限度2億円】

２雇用奨励助成金 【100万円/人、限度なし】

３上水道料金助成金 【50％、5年、限度1,000万円】

４市有地取得費助成金 【14,000円/㎡を超える部分、50％、限度１億円】

※ただし、二線提海側に限る

５民有地等取得費等助成金 【①＋②、限度１億円（※②のみは不可）

① 用地取得費14,000円/㎡を超える部分、25％

② 造成費×25％ 】

６環境対策設備助成金 【50％、限度1,000万円、1回限り】

特定区域

１企業立地助成金 【100％、3～5年、限度2億円】

２雇用奨励助成金 【100万円/人、限度なし】

３上水道料金助成金 【50％、5年、限度1,000万円】

５民有地等取得費等助成金 【①＋②、限度１億円（※②のみは不可）

① 用地取得費14,000円/㎡を超える部分、25％

② 造成費×25％ 】

６環境対策設備助成金 【50％、限度1,000万円、1回限り】

１企業立地助成金 【100％、3～5年、限度2億円】

２雇用奨励助成金 【40万円/人、限度なし】

４市有地取得費助成金 【14,000円/㎡を超える部分、50％、限度１億円】

※ただし、二線提海側に限る

５民有地等取得費等助成金 【①＋②、限度１億円（※②のみは不可）

① 用地取得費14,000円/㎡を超える部分、25％

② 造成費×25％ 】

６環境対策設備助成金 【50％、限度1,000万円、1回限り】

１企業立地助成金 【100％、3～5年、限度2億円】

３雇用奨励助成金 【20万円/人、限度なし】

５民有地等取得費等助成金 【①＋②、限度１億円（※②のみは不可）

① 用地取得費14,000円/㎡を超える部分、25％

② 造成費×25％ 】

６環境対策設備助成金 【50％、限度1,000万円、1回限り】

【新設・増設・移設】

新規雇用３人以上

（投下固定資産額なし）

情報関連指定企業者

【Ｇ情報通信業】全項目（賃貸借物件で行う事業に限る）

７情報関連企業立地 【以下①～③の合計額】

助成金 ①投下固定資産額×10％、限度1,000万円、1回限り

②年額賃料×10％、5年間、限度100万円/年

③新規雇用

新設→100万円/人、限度なし

増移設→20万円/人、限度なし

（二線提海側及び半島沿岸部は40万円/人）

指定企業者

【Ｉ卸売業、小売業】小売業全項目（特定区域内、総合支所管轄、中心市街地の地域で

延床面積1,000㎡以上に限る）

【みなし「新設」】

【増設】

既存事業所の延べ床面積の半分以上又は3,000㎡以上

【移設】

廃止する事業所の延べ床面積の1.5倍以上

【新設】

2,000万円以上

かつ

常用5人以上

（うち新規3人以上）

【増設・移設】

2,000万円以上

かつ

常用5人以上

（新規雇用不要）

１企業立地助成金 【100％、3～5年、限度2億円】

６環境対策設備助成金 【50％、限度1,000万円、1回限り】

１企業立地助成金 【100％、3～5年、限度2億円】

６環境対策設備助成金 【50％、限度1,000万円、1回限り】

指定企業者

【Ｎ生活関連サービス業、娯楽業】娯楽業（映画館、劇場、スポーツ施設、

遊戯場等（風俗営業等の規制及び

業務の適正化等に関する法律第２条

に規定する業種を除く。)、

カラオケボックス業）


